
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損
失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末

残 高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 163¶156¶040 11¶142¶164 183¶714 174¶114¶490 66¶079¶348 7¶085¶918 ` ` 5¶973 108¶035¶141

構 築 物 11¶783¶308 1¶318¶822 5¶465 13¶096¶665 5¶626¶578 524¶164 1¶333 ` 2 7¶468¶753

機 械 装 置 792 ` ` 792 792 49 ` ` ` 0

工具器具備品 8¶160¶177 186¶980 520¶095 7¶827¶061 5¶659¶979 937¶267 ` ` ` 2¶167¶082

船 舶 44¶942 ` 60 44¶882 44¶882 853 ` ` ` 0

車両その他の陸
上運搬具

14¶566 ` ` 14¶566 9¶627 1¶866 ` ` ` 4¶939

計 183¶159¶828 12¶647¶966 709¶335 195¶098¶459 77¶421¶210 8¶550¶119 1¶333 ` 5¶975 117¶675¶916
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c 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

Ù．賃貸等不動産関係

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

Ú．資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

ＲＩ関連機器の放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づく放射性廃棄物

の処理義務です。

２．資産除去債務の金額の算定方法

使用見込み期間を残存耐用年数に基づき見積り、割引率は期間に応じた国債利回りを使用して

おります。

３．資産除去債務の総額の増減

期首残高 6¶700千円

時の経過による調整額 37千円

G G G G G G G

期末残高 6¶737千円

４．貸借対照表に計上していない資産除去債務の概要、債務を合理的に見積もることができない理

由

教育・研究の観点から、除去する場合には放射性廃棄物として処理処分することが義務付けら

れている固定資産を有しておりますので、資産除去債務を計上しております。

ただし、現時点では解体措置などの処理処分に関する技術及び処理処分方法を規定する法令等

が一部未整備の状況であるため、これらの固定資産のうち、原子炉実験所などの教育・研究施設

および一部の機器等については、費用を見積ることができず、これに係る資産除去債務を計上し

ておりません。

Û．土地の譲渡に伴う資本金の減少関係
\ 譲渡した土地の帳簿価額及びその概要
帳簿価額：32¶757千円
概 要：桂キャンパス留学生棟建設予定地（京都市西京区御陵細谷１番243 面積：

1¶083•03fl）を売却した。
] 譲渡理由
資産の有効活用のため

^ 譲渡収入の額
140¶200千円

_ 独立行政法人国立大学財務・経営センターへの納付額の算定に当たり譲渡収入より控除した費
用の額
2¶233千円

` 独立行政法人国立大学財務・経営センターへの納付額
68¶983千円

a 独立行政法人国立大学財務・経営センターへの納付が行われた年月日
平成25年３月29日

b 減資額
17¶076千円

Ü．重要な後発事象
該当事項はありません。

Ý．その他国立大学法人等の状況を適切に開示するために必要な会計情報
１．増資関係
\ 増資の概要
最近の経済情勢等に鑑み、日本経済再生に向けた緊急経済対策の一環として成長による富の
創出を図るため当法人の行う産学共同の研究開発による実用化促進に要する資金に充てるた
め、平成24年度補正予算（第一号）により平成25年３月21日付けで国からの出資を受け入れて
おります。

] 増資を受けた結果
政府出資金が29¶200¶000千円増加しております。
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